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表 1 日米英独の立法補佐機関6 


























































































































































































































































































































































































































































Inter-Parliamentary Union に よ る



















































表 3 各国政治体制の分類（1986年時点）  
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表 4 「議会類型」変数の構成 
尺度 変換型 アリーナ型 
法案の修正に関する審議の制約 なし(=1) あり(=0) 
修正案の本会議での審議義務付け なし(=1) あり(=0) 
本会議の定足数 あり(=1) なし(=0) 
委員会の定足数 あり(=1) なし(=0) 
法案の委員会審議の義務付け あり(=1) なし(=0) 
表 5 「会派充実度」変数の構成 
尺度 会派充実 会派非充実 
会派スタッフへの補助 あり(=1) なし(=0) 
議員秘書のための補助の対象 会派(=1) 議員(=0) 
会派事務室の提供 あり(=1) なし(=0) 
表 6 重回帰分析結果 
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   0.00         1.44        0.17 
従属変数：調査担当職員数 
































                                                  
1 立法補佐機関について紹介した既存の文献の中でも、どのような機関を立法補佐機関と呼
ぶかについては一致していない。例えば、「議院事務局」について、（浅野 2003, p.222）や
（大山 1997, p.226）、（原田 1997, p.175）等は立法補佐機関の一つとして挙げているが、
（廣瀬 1999）や（中島 2007）では言及されておらず、（榊原 2008, p.400）においては、
「広義の立法補佐機関」には含まれるが、本稿で言う立法補佐機関にあたると考えられる
「立法調査機関」には含まれないとされている。また、「議員秘書」については、（平田 1998, 
p.14）のほか、（浅野 2003, p.226）や（中島 2007, p.237）では立法補佐機関として挙げ
られているが、他では言及されておらず、（石村 1997, p.75）では、議員秘書のうち政策担
当秘書のみがそれに当たるとされている。この他、（平田 1998, p.19）では「政党の政策審
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議機関」が、「立法補佐機構」として、（榊原 2008, p.400）では裁判官弾劾裁判所事務局と
裁判官訴追委員会事務局が「広義・狭義の立法補佐機関」として挙げられている。 
2 調査局の職務に関する法令上の規定については、国会法第 43条、議院事務局法第 15条、
衆議院事務局調査局規定、衆議院事務局事務分掌規定等参照。 
3 事務局各部の職務に関する法令上の規定については、衆議院事務局事務分掌規定参照。 









センサスモデルとウエストミンスターモデルの対比については(Lijphart 1984), (Lijphart 
1999）を参照。 
6 出典は次の通り。日本－(衆議院 2007)、(参議院 2007)、(国立国会図書館 2008)。米国
－(US Senate, 2008), (US House of Representatives, 2008), (Congressional Research 
Service, 2007), (Congressional Quarterly Inc, 2005). 英国－(House of Commons, 2007), 
(House of Commons, 2008a). ドイツ－(Dietrich-Schulz, 2008). この他、各機関ホームペ
ージ、各機関への照会に対する回答等。 
7 ブラジル憲法第 61条参照。 
8 2007-08年における政府提出法案の成立率は 93.8%（32本中 30本成立）であるのに対し、
議員提出法案の成立率は 3%（100本中 3本成立）であった。House of Commons (2008b), 
Section B 参照。 
9 ドイツを混合型と分類している例として（読売新聞調査研究本部 1989, p.204）、（大山 




強い、という指摘もある。（大山 2003, p.206）参照。 
11 ドイツの会派スタッフについて詳しく述べたものとして、(Saalfeld 2000)参照。 
12 CDU/CSU, Alliance 90/The Greens 等、会派事務局からの回答による。 
13 同上。 
14 例えば、（上田・五十嵐 1997, pp.39-40）において、元衆議院法制局長の上田章氏は、
立法事務費の大半は「政党に回されてしまっているのが実態」であると指摘し、「政党がこ
れをどう使っているか不明」であると述べている。 









いては、（Lijphart 1999, pp.121-4）参照。 
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